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中小企業向け無料経営相談の構想
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1.は じめ に

近年,企 業 の社会 的責任(CSR)が 注 目されてい る。大学 に も果 たすべ き社 会的責任 があ る。

それは人材 の社会への輩 出は当然 であるが,大 学が持つ研究設備や専 門家 な どの人材(以 下,資

源 とい う)の 有効活用 と研 究成果 の社会への還元 も重要 な使命 とい える。そのため,産 学 の連携

が国立大学の理系学部 を中心 として進 んでお り,私 立大学 にお いて も同様の傾向 にあ る。 しか し

なが ら,文 系学部 を見 ると,産 学 の交流 は少 な く,連 携 して研 究 を行 う環境 にない と言 って も過

言 ではない。

著者 らが所属す る創価大学経営学部 において も,経 営学部 とい う性質上,企 業 との関係 は深い

が,大 学の社会 的責任 を充分 に果 た してい るとは言 えない面が存在 す る。例 えば,苦 しい立場 に

ある中小企業 に対す る支援 である。 中小 企業の経営 は,不 況の影響 を受け大変厳 しい状態 にあ る。

実際 に,企 業 の倒産件 数 は,減 少傾向 にあ るとはいえ,い まだ に2万 件 に近い企業が倒産 してい

る。 そこで創価 大学 の学生 の父母が経営 す る中小企業 の状 況 を手 始め に5社 の状況 を調 査 した

(6章 で詳 述する)。 その結果,IT化 に よる省力化 や新 規の顧 客 開拓等 を実施 したいが,そ のた

めの投 資の判断や,情 報 シス テムの構 築方法 や導入方法がわか らず,困 っていた。 また財務上 の

問題 も抱 えてお り,資 金繰 りについて どの ように考 えれば よいか も大 きな問題 であった。資金力

ない弱者 の中小企業 の経営相談 は,社 会 的要 請であ るに も拘 わ らず,そ の潜在 的な期待 に充分 に

大学が応 え られていないので はないか と疑 問 を持つ に至 った。

その一方で,現 場 で発生 してい る経営上 の問題 な どの生 きた事例 は,教 育 ・研究 に とって,必

要かつ重要であ るにも拘 わ らず,と もすれば不足 ぎみである。社会 では即 戦力 の人材が求 め られ

てお り,現 場 の生 きた事 例 を使 った教 育 は,実 務 能力 を高 め るこ とに もつ なが り,今 後重 要 に

なって くる と考 えている。

この ような問題 を解決す るため には,文 系学部 において も実施可能 な,大 学 と中小企業 との問

で協業体制 を構 築す るための新 しい枠組 みが必要であ る。そ こで本研究で は,事 例 を集めニ ーズ

志 向で研究 を進め,学 問的 な価値 を見 出す こ とがで きる基盤 をつ くるこ とを大 きな 目標 とす る。

また,そ の過程 で経営相談の事例 を蓄積 し,情 報技術 や知識工学 を活用 してそれ ら事 例 を効率 的
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に活用で きる環境の構築を目指す。本論文では,大 学の研究資源を利用 した中小企業向け無料経

営相談の枠組みを提案し,そ の枠組みの有効性 を検討する。

2.無 料経営相談

1無 料経営相談の背景

無料経営相談 を着想 した背景には,大 きく3つ ある。

1つ 目の理由 として,イ ンター ンシ ップ教育の必要性 を感 じたか らである。 インター ンシ ップ

教 育 は,社 会や企業 の実情 を知 る機会 を学生 に与 え,職 業選択 の際 に1つ の視点 を加 えるだけで

な く,勉 学の 目的 を見 出 し学習意欲の向上が期待で きる。 このため学 生の評判 はよい。 しか しな

が ら,受 け入れ企 業側 か らす る と得 るものが少 な く,ボ ランテ ィア的 な側面が強 くな り,と もす

れば,形 式的 なもの となって しまっている。 このため仕事 を したとい う充実感が得 られるだけで,

特 に何 かが身 につ くわけで もな く,訪 問先 の企業の業務 を概観す ることさえ困難であ る。 この よ

うな問題 は,大 学側 は学生 を送 り出すだけに留 まっているだけであ り,企 業側 に とっての利点 を

充分 に配慮 してい ないか らである。そ こで単 に学生 を受け入 れ先企業 に送 り出す だけでな く,企

業で 困って いることを集め,そ れ を大学 の教員 と協力 して,実 習 してい く仕組 みはないか と考 え

た。 この とき,特 に教員 の専 門性 を利 用で きる ことが企業側 にとって魅力 となる ように}企 業側

のニ ーズ と教員の専門性 とのマ ッチ ングが重要で ある。 また,学 生 の企業実習 の受 け入れか ら,

企業 と教員 との関係 を築 けるこ とか ら,企 業 に とって は,産 学連携の第1歩 のハ ー ドルが低 くな

る。 また,こ の実習か ら得 た実例 を卒業研 究の材料 にで きる可能性 もあ る。

2つ 目の理 由 として,危 機 に瀕 した会社 を立 て直 し,現 在成功 してい る経営者 を知 るために,

2年 分(2000年 ～2001年)の 聖教新 聞の体験談(119件)の 調査 したデー タを もとに,IT化 の状

況 をみるために,自 社 のホームペ ージの有無 を調べ た ところ,約80%が ホームページを持 ってい

なか った。IT化 は,今 後 どの企業 において も必要であ るこ とか ら,潜 在的 なニーズが ある と考

えるこ とが で きる。

3つ 目の理 由 として,著 者 の一人が現実社会 に根 ざした教 育や研究 を行 うために,生 きた教材

として1997年 に経営情報システム関連会社 を設立 した。設立趣 旨を 「①大学生 のための教育 ソフ

ト開発 」,「② 大学生の ための良書の 出版」,「③社会人 向け講習会 の開催」,こ れ らの維 持運営 の

ための 「④受注 に よるソフ ト開発」 の4つ 掲げ,目 標 とした。 しか しなが ら,目 標① ～③の第1

段 が完 成 す る(「 ニーハ オ中 国」のCD完 成 と販 売 に成功,「Mathernaticaで わか る基礎 数学」

の出版,創 価大学 ビジネス公 開講座 を開催)と,目 標④の 「受注 に よるソフ ト開発」 の高額の受

注が見込 まれるこ ととなった。 この段階 において出資者等が利益 の出ない 目標① ～③ を取 りやめ

て,利 益 の追求 だけを求め る意思決定 を下す結果 となった。 これに よ り,教 育や研 究 とい う観点

がな くな り,最 終 的には大学 との関係 はな く,本 来の趣 旨 とか け離 れた単 なるソフ ト開発会社 に

なって しまったのである。 これに より産学協同の難 しさを実体験するに至 った。

そ こで利益 追求 のみに専 念 しない非営利 団体 を設立 し,そ こを介 して無料経営相 談 を行 い,企
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業,大 学の関係 をコーデ ィネー トす る方法 を発想す るに至 った。
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2.非 営利 団体 を利用 した無料経営相談の仕組 み

ここでは,無 料経営相 談 を運営す る仕組 み を提案す る。

図1に 無料経営相談の運営形態 の概要 を示 す。継続 的な運営のため に無料 経営相談 を実施す る

非営利 団体1)(以 下,混 乱 を生 じない 限 り団体 と略す)を 設立す る。 ここでは,無 料相 談 は,設

立 した団体が行 う。相 談の結果 には,一 切責任 をとらないこ とを原則 と し,紛 争 を発 生 しない よ

うに注意す る。 また,大 学 は無料経営相 談 を直接 受け付 けない ことで,教 員への負担 が発 生 しな

い ようにす る。相談 の内容が,研 究 や調査 を伴 う場合 に限定 し,対 応す る。 この ような場合 は,

団体か ら大学側 に支援の依頼 を行 い,企 業 と大学 間で共 同研究契約 を締 結 してか ら,研 究や調査

を実施す る。なお,共 同研 究契約 には,大 き く次の項 目,① 費用の負担 方法 について,② 研 究成

果 の知的所有権 につ いて,③ 守秘義務 について,④ 責任 の範 囲について,⑤ 成果の公 表の方法 に

ついて,⑥ 学生 の関わ りかたにつ いて,⑦ 紛 争の処理 につい て,を 含む ようにす る。

匠 〕 ④共同研蝋 〔■ コ

無料経営相談を

運営する非営利団体

図1無 料経営相談の運営形態の概要

3.無 料経営相談の流れ

無料相 談 を自ら処理で きない場合 には,非 営利 団体か ら大学 に対 して依 頼 を行 う。依頼 を した

後の,無 料経営相談 の実施 に際 して,企 業 と大学 の関係 を明 らか に してお くことは重 要であ る。

そこで時系列 の順 に どの ように研究 を進め るか を図2に 示 し,そ こか ら,両 者の関係 を明 らか に

してい く。図中,縦 の太線 が時間を表 し,矢 印が動作 を表す。 まず,① では相 談の 申 し込み を受

付 けたあ とに,両 者 の関係 を説 明 し,そ の関係 を明確 にす るための共同研 究契約 を提供 す る。 こ

の契約の中では,情 報の管理 の方法,守 秘義務,研 究成果の所有権,責 任 の所在,無 料相 談の範囲

等 を決める。特 に,無 料 で行 うこ とを前提 とするため,一 切の内容 に関 しては無保証 であ ること

を明確 にす る ことが重要である。次 に,② では,問 題 を明確 に理解 で きる例題 の提供 を依頼 す る。

1)最 終的には,NPO法 人を設立 し,法 人格を取得することを目指す。



58創 価経営論集 第29巻 第3号

この とき,こ の例題 は抽象 化 され企業秘密 を含 まない ことが望 ま しい。③ では,実 際 に例題 の

提供 を受け,複 雑 さや理解 性 を確 認する。不適切 な例である ことがわか った場合 には,そ の旨を

先 方に伝 え,再 度 例題の提供 を受ける。適切 な例 であった場合 には,大 学 内において,相 談 の

内容の本質 を見極 め,④ におい てIT化 に関す る ものであれば システム を試作 した り,解 決策 を

提供 した りする。 また,シ ス テム を試作 した場合 には,試 験運用 を して もらい,問 題がないかを

確 認す る。 しば ら くしてか ら,問 題点 を整理 し,そ の問題 点 を的確 に表す例題 を再度用意 して も

らい なが ら,③ ～⑤ を繰 り返す こ とになる。 ただ し,シ ステムの規模 が大 きい場合や,長 期 間の

研 究や開発 が必要な場合 には,無 料相 談の範 囲を越 えることになるため,費 用 について検討す る

必要があ る。問題 の本質が明 らか にな り,試 作 システムに よ り,シ ステムの仕様が明 らかになっ

た場合 には,速 やかに報告書 を作 成 して提 出す る。 なお,実 用 シス テムの開発 は,本 仕 組みの範

躊 を超 えるため行 わない2)。

企 業 大 学

①相談の申し込み,お よび契約

③例題の提供

⑤試験運用の結果報告

図2無 料経営相談のための企業 と大学の関係

3.研 究 の体 制 につ い て

相談 を受 けた内容 に よっては,あ る程 度の期 間の研究や開発が必要 になることがある。 これに

より,現 実のニーズに即 した研究 を実施する ことがで きるようになる。 ここでは,ニ ーズ志向の

研 究 について,そ して研究体制 について議論す る。

1.ニ ーズ志向の研 究

本研究 は,従 来の学 問の ようにシーズ志 向か ら出発す るのではな く,現 実社会 の問題 に根 ざし

2)実 用システムの開発やシステムの保守管理に関しては,別 途,協 力企業を見つけ,対 応することになる。

このときに,利 益の一部を非営利団体 に寄付 してもらう形で,無 料経営相談 を運営するための資金を得 るこ

とを考えている。
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たニーズ志向で研 究を進 めるこ とが最大 の特徴であ る。 この発想 は,情 報工学 にお けるニーズ志

向 に基 づ く学問体系 であ る情報駆動学[1][2]に よる ものである。情報駆 動学の枠組 み を基礎

に した大学 院の専攻(九 州工業大学情報工学研究科 情報創成工学専攻)が 実施 に設置 され てお

り,実 績 をあげている。 そ こで はニーズ志 向に基づいた研 究が実際 に行 われ てお り,そ の有効 性

は確認 されてい る。

情報技術 を経営の分野 に適応す る際 に,著 者 らも同様 にニーズ志 向で研究 を進め る。現実 の問

題 をと りあげ 情報技術 を経営の分野 に適応 してい く。特に,中 小企業の組織や業務 プロセス を

合理的に再構築す るための新 しい体系 を構築す るこ とを 目標 とする。 また,資 金力の ない中小企

業 との研 究プロジェク トの実施 によ り,大 学が果 たすべ き社会 的責任 は何か を問いか ける きっか

けになる こと期待 している。 そ して,資 金力 のない中小企 業 と大学 との協業 を通 じて,場 当 た り

的かつ力 ず くで構 築 された情報 システムの再構築 を促 し,最 終的には知 的生産性 の飛躍 的な向上

が期待 で きる環境の構築 を進 めてい く。

2.研 究の協力体制について

無料経営相談を大学の研究資源を利用して行うためには,専 門や領域の異なる研究者 との協力

が不可欠である。著者の一人は,同 様の協力体制を構築 し,知 的CAD研 究を行 った経験がある。

その時の研究体制[3ユ を参考に,無 料経営相談 を支える研究体制 を図3の ように提案する。

ニーズ試行で研究を進めるためには,支 援の対象(以 下,対 象領域)と なる企業の経営者や社員

(図中①)の 問題意識や特質を充分に理解 し,密 接 な関係の もとに研究を進める必要がある。ま

た,経 営そのものを専門とする領域専門家(図 中②)や 計算機そのものを専門とする計算機科学

者(図 中③)の 協力 も必要である。そ して,専 門の知識を計算機上で取 り扱えるようにモデリン

③計算機科学者
型理論

計算理論
推論エンジン

各論 一般論

形式化手法

④知識工学者

知識のモデリング

開発管理

ツールの開発

②領域専門家
会計学

経営学

組織論

背景理論

部分的に構造化

された知識

背景理論

形式化手法とッールー →一
部分的に構造化

された知識

①経営者(対 象領域)
知識の体系化

経営管理

教育

図3協 力体制
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回
①教材 に利用で きる

事例を提供

◎
㈱臨

無料経営相談を

運営する非営利団体

図4教 育への活用

グを行い,そ してツール を開発す る知識工学者(図 中④)が 支援 システム を構築 してい く。 こ こ

で著者の立場,一 人が知識工学者 及び計算機科 学者であ り,も う一人が領域専 門家 に相 当す る。

この ような仕組 みを効率 よ く運用す るために,対 象領域 の知識 を情報 システム内に埋 め込 まな

い ことが重 要である。そ こで,知 識工学者 は,対 象領域専用 の知識 を表現す るための形式化手法

と計算機 上の ツール を開発 し,そ れ を用 いて知識 を運用す る ようにす る。知識工学者や計算機科

学者 は,対 象領域 の専 門家で はないため,詳 細 な業務分析 や ヒヤ リングを行 って も,す べ てを理

解す ることは困難 である。一般 に,知 識獲得のボ トルネ ックといわれてい るが,こ れ を解消す る

ため に,計 算機上 の知識の取 り扱 いは,対 象領域 の人 にお願 いす ることが原則 である。

4.無 料経営相談の実例を使った教育の仕組み

無料経営相談の事例 を利用 した教 育の仕組み を考 える。 ここでは,著 者 らの専 門性か ら情報 の

分野 を中心 に考えてみる。事例か らは,ど の ように問題 を解決 したか を学ぶ ことがで きる。今,

相談内容が企業 を紹介す るホームページについての相 談があって設計や制作 を支援 した とする。

この とき学生 は会社 を宣伝す るための情報 を どの ように収集 したのか,あ るいは企業が伝 えたい

内容 を どの ように表現 したのか を学ぶ ことがで きる。 ところが,事 例 には,企 業秘密 に相 当す る

もの も含 まれ る可 能性が ある。そ こで,図4の ような仕組 み を提案す る。企業側 で内容 を加工 し

て もらい,企 業秘密 を排 除 して教材 と して利 用で きる もの を提供 して もらう(図 中①)。 大学 と

無料経営相 談 を運営 す る団体 との間で,教 材 利用契約 を結 び(図 中②),大 学 は教材 の提供 を受

ける(図 中③)。 これ に より,無 料経営相談 に直接貢献 してい ない大学 に関 して も,教 材 を広 く

提供す るこ とがで きる。 また,教 材 の利用 と同時 に,無 料経営相談への協 力が広が るこ とが期待

で きる。

5.モ デル企業の情報システムの構築実験

規模 が小 さい企業 ほ ど,IT化 は遅 れている。 そのため仕 事の効率 も悪 い場合 と予想 で きる。

そ こで,IT化 の相 談 を受 けた場合 に,安 価 でかつ性 能の良い システ ムを どの ように構築 すれ ば

よいかを検討す る。 ここでは,モ デル企業 を想定 し,情 報 システム実習 とい う科 目において,シ
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ステムの構築 実験 を行 った。

1.情 報 システム実習の概要

具体的事例 として,小 規模 なパ ンの製造販売業[4](一 般的 に言 われるパ ン屋)を 想定 し,シ

ステム構 築 を図った。講義は次の5つ の段 階 をへ て進 めた。

1)

2)

3)

4)

5)

1),

情報 システム と企業経営

経営情報のメカニズ ム

モデル・ビルディ ング

データ構 造

データ・ベース構 築

2)で は,一 般 的な基礎知識 を与 え, 3)～5)が 実際 にシステム を構 築す るための演習

に なる。

2.シ ステムの概要

システムの設計 に際 して,既 存の ソフ トウエ アのイ ンテグ レーシ ョンによって,ソ リュー シ ョ

ンを提供す ることを大 きな方針 とした。 また,情 報技術者 でないユ ーザが システムの保 守 ・管理

パ
ン
屋
の
主
人

'、

生産計画

策 定
、 〆

r、

請求一支払
在庫更新

-J

'
!、

「 、

→ 発注手続

、'

▼

'、

現金出納

チェ ック
、 ノ

、

、

) E

i
A

一 冒

「F

團
、 ノ_ノ

生産計画表 材料注文書

一 一 國 胃

材料在庫表
一

パ
ン
職
人

'
ノ
!

!

'

、
、
、

、

、

'、

材料必要量
計 算

J

← 材料原単位表

一 販売 ・製品

在庫管理

領域

ド

生産日報
作 成

、

、

'

〆 、

材料払出
在庫更新
㌧'

↓
材料必要量 〉

↓

て
▼

生産日報

一
〔享勤: ← 材料在庫表

一

1 一[璽壷]

資材 ・在庫

管理領域

↓

材料不足量
一

製品単価表

店

員

て
「製品受ズ
し在庫表更新

〆 、

売上(払出)
在庫表更新

-'

↓

製品態＼製品在庫表

一

r材料

卸業

者

、

、

、
、
、

一

、1請 求書

〔納入手続:÷
納品書
一
一 売上日報

一 '
'

■
ノ

_'

図5小 規模パン製造業の概要業務 フロー[4ユ
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図6小 規模パン製造業の トータルシステムの概要[4]

をす ることを想 定 し,CやCOBOLな どの手続 き型言語 で直接 コーデ ィングす ることは しない。

例 えば,身 近 なソフ トウエアでは,MS-ExcelやMS-Access等 を用 いてシス テム を構築 す る よう

にす る。 これ らの環境 では,ユ ーザが簡単 にデー タベースの構造や帳票の内容 を比較的簡単 に変

更す ることがで き,業 務 内容の変更があった として も対応が容易であ る。 ところが,手 続 き型言

語 を用いて安易 にシステムを構 築 して しまうと,業 務 内容 の変更が発 生するたびに,プ ログラム

を修正す る必要がでて くる。 これ は,専 門家で ない とで きない。

小規模 パ ン製造業の業務 フローを図5に,ト ータル システムの概要 を図6に 示す。

3.実 験の結果 と評価

経営学部 の情報 システム実習の受講者 は35名 で ある。業務分析 に関 しては82%の 学生が,シ ス

テム設計 に関 して は68%の 学生が,シ ステムの構築 に関 しては54%の 学生がで きた。 なお,演 習

では,図6に 示 した トー タルシス テムの うち,第1次 計画の部分 を構 築 した。

このこ とか ら,文 系 の学生 の技術 レベルで,シ ス テムが構築 で きるこ とか ら,概 ね,少 しの訓

練 を行 えば,実 用 に耐えるシステムをインテグ レーシ ョンで きる可能性 を示 唆 してい る。

6.無 料経営相談の試行的な実施結果

本研究をはじめるにあたり,研 究の見通 しを立てるため,学 生の父母が経営する企業に学生を
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通 して協力 を依頼 し,5社 の企業 を調査 した。業種 は,ホ テル業,建 築業 印刷業 であった。 ど

の企業 も比較 的規模 が小 さい ものであ り,そ れぞれ,問 題 を抱 えていた。 また情報技術の活用 を

望 んでいたが,人 材 の問題 で実行で きない ようであった。そ こで,学 生 の卒論研究程度でで きる

内容 を拾 い上げ,簡 単 な ヒヤ リング と業務分析 を行 った。 また,簡 単 な情報 システ ムの試作 を

行 った。その上で,資 金力 のない企業 を支援す るこ とを 目的 と しているため,業 種の違 う企業が

共 同で運用 で きる汎用 的な経営支援 システムをASP方 式で提供で きないか も検討 してい る。

7.ま と め

本論 文では,大 学が社会 に対 して役 割 を果たす方法の ひとつ と して,無 料経営相談 を実施す る

ための枠組 みを提案 した。また,相 談の内容 に よっては,研 究や開発 が必要 になるこ とか ら,無

料経営相 談か ら発生 した問題 を取 り扱 う研 究体制 を提案 した。 また,情 報技術 の導入 によ り企業

の効率化 を図るこ とが想 定 されるために,業 務分析 の実験MS-ExcelやMS-Access等 を用い た

シス テムの構築実験 を行 い,そ の見通 しを示 した。今後の課題 と して,実 際の社会 のニーズ の調

査が完了 していないため,事 例 の収集や アンケー ト調査 による分析 が必要 である。本論文で は,

情報系 を中心 に議論 したが,他 の領域 に関 して も同様 に無料相 談で貢献 で きる と考 えてい るが,

充分 な検証がで きていない。 また,本 提案で示 した枠組み を実現す るためには,運 用 の費用 の問

題等 を検討す る必要がある。
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